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＜主要株価指数の推移＞

＜世界経済への先行き懸念から世界同時株安＞

8月4日の株式市場では、NYダウ工業株30種平均は前日比で500ドル超下げるなど、欧米主要国で軒並み3%を
超える大幅な下落となり、ドイツのDAX指数等は今月に入り下落率が10%を超えました。またブラジルをはじめ新
興国でも株価が大幅に下落している国が多く、世界同時株安の状況となっています。5日の東京市場でも日経平
均株価が開始直後から前日比300円を超える大幅な下落で取引されています。

株式市場では、好調な企業業績よりも世界経済の行方に焦点が当たっており、以下のような様々な懸念が生じて
います。

①世界の経済の中心である米国経済が景気後退に陥ること。

②欧州財政問題が拡大すること。また余儀なくされる緊縮財政等が、欧州経済へ悪影響を与えること。

③中国やブラジル等の新興国が、利上げ等の金融引き締めの影響で景気が減速すること。

特に足元では米国のGDPや景況感の悪化から先行きへの懸念が拡大しており、5日の重要指標とされる雇用統
計発表を前に、米国中心に株価の下落幅が拡大したものと考えられます。

＜世界経済は持ち直しを見込む＞

これまで市場の焦点であった、欧州財政問題や米国の債務上限問題は、根本的な解決には至らないものの、一
定の進捗を示してきました。弊社は一旦減速傾向を示した米国経済は、好調な業績を背景とした企業の積極的な
設備投資や新興国向けの輸出等が牽引し、持ち直すと予想しています。世界経済も新興国が牽引し緩やかなが
ら回復を続けると思われます。

株式市場では、経済指標の改善とともに懸念が徐々に払拭され、株価は反転すると考えています。
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お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支
店担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.20750％

（但し、最低 2,625 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国

株式等の外国取引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがあり
ます。また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変

動等による損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委
託保証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行

うことができることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそ

れがあります。 

 債券を当社との相対取引によりお買付けいただく場合は、購入対価のみお支払
いいただきます。円貨建て債券は、金利水準の変動等により価格が上下し、損

失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、金利水準の変動に加え、為替

相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および
信託報酬等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には価格の変

動等による損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券
等書面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の
開示が行われていないものもあります。 
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